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研究成果の概要（和文）：行政広報の多面的評価指標として、①行政施策のロジックモデルに基

づく「費用対効果指標」、②本研究の成果により提示した行政広報のメディア活用戦略モデル

LAISLA＋S に基づく「行動変容評価指標」、③地域経営の発想に基づく「協働実現評価指標」、

④ナレッジマネジメントのプロセスを説明する SECI モデルに基づく「関与者成長評価指標」

を提示することができた。本指標に基づき、静岡県島田市及び神奈川県藤沢市での行政広報評

価に資することができた。 
研究成果の概要（英文）：We were able as a multi-faceted evaluation index of government 
public relations, is presented ① "cost-effectiveness index" based on the logic model of 
administrative measures, ② "behavior modification metrics" based on the media use of 
strategic model "LAISLA+S" of government public relations was presented by the results of 
this study, ③ "cooperation realization metrics" based on the idea of local governance 
system, ④ "participant growth metrics" based on SECI model that describes the process of 
knowledge management.It was possible on the basis of this index, to contribute to the 
public administrative evaluation in Fujisawa City and Shimada City 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 行政広報を対象とする研究成果として
は、井出嘉憲『行政広報論』(1967）、本田弘
による『行政広報－その確立と展開』（1995）
などがある。 
 
(2) 本研究ではこれらの先行研究を踏まえ
つつ、行政広報を考える新たな前提として

「地域経営」の発想を重要なものとする。 
 地域経営は市民をプリンシパルとし、議
会・行政、地域企業、NPO をエージェント
として成立する。そのうえで、行政広報は、
狭義の行政広報・政策広報・地域広報の三つ
に区分できる。 
 地域経営におけるプリンシパル-エージェ
ント関係では、情報経済学における「情報の
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非対称性」の問題が生まれる。この情報の非
対称性を緩和し、不適切な逆選択を回避する
必要がある。そのためには、情報の積極的な
開示が必要となる。 
 
(3) この情報の積極的開示を評価する手法
について十分に説得力を持つ指標が提起さ
れていない状況にあった。 
 
２．研究の目的 
(1) 背景に述べたように、行政が行う広報は、
その効果という面からは、十分な評価が行わ
れてこなかった。本研究では、行政広報の評
価に、マーケティングの考え方及びバラン
ス・スコアカードの発想を導入する。 
 
(2) これにより、行政広報の効果を有効に評
価しうる新たな多面的評価手法を提案する
ことを本研究の目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 既存事例調査としてマーケティングの
発想を用いた広報評価及び BSCを活用した業
績評価について分析する。 
 
(2) 選定した自治体に対して、現状の広報評
価の現状及び課題についてヒアリングを行
う。 
 
(3) 並行して、静岡県島田市において詳細な
行政広報マップ（仮称：多様に行われている
行政広報の目的、訴求先、媒体、手法を一覧
化したもの）を作成する。 
 このとき、コミュニティ FM やフリーペーパ
ー、地域ブログポータルサイトなど、市直営
以外の広報も先の行政広報の定義に該当す
るものであれば、幅広く対象とする。 
 
(4) 既存事例調査及び作成した行政広報マ
ップを素材とし、マーケティングの発想を用
いた広報評価及び BSCを活用した広報評価に
ついて効果測定項目を設定する。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究は行政広報の多面的評価手法の
開発を目的とするものであった。この目的に
対し、本研究では、バランス・スコアカード
の考え方を基礎に置いた 4つの評価軸からな
る「行政広報多面的評価システム」を提案す
ることができた。 
 
(2) 当該多面的評価システムは、①費用対効
果評価指標、②行動変容評価指標、③協働実
現評価指標、④関与者成長評価指標によって
構成される。 
 
(3) 費用対効果評価指標については、戦略的

広報の基礎をなすロジックモデル（図 1）に
基づき、インプット・アウトプット・アウト
カムの連鎖を踏まえた、市民の「納得」を当
該広報施策が獲得できたかが評価軸となる。 

図 1 行政広報ロジックモデル 
 
(4) 行動変容評価指標については、本研究が
新たに提示したステークホルダー行動変容
戦略モデル LAISLA+S（図 2）に基づき、傾聴・
認知獲得・関心惹起・探索誘導・着地点整備・
行動促進・情報共有支援の各フェイズにおい
て、どのように的確に広報施策が実施された
かを確認する。 

図 2 メディア活用戦略モデル LAISLA+S 
 
(5) 協働実現評価指標については、協働を当
該 BattleField における相互の SWOT 分析に
よる「弱みから発想する補完」（図 3）と位置
づけ、特定非営利活動法人パートナーシッ
プ・サポートセンターが提起した協働事業評
価を基礎とした項目別の配点により広報評
価を行うことを可能とした。 

図 3「弱みから発想する補完」図 
 



(6) 関与者成長評価指標については、野中郁
次郎が示したナレッジマネジメントのプロ
セスを説明する SECI モデルを、広報施策に
おける関与者成長に導入し、発信力・受信
力・誘発力・周縁中心往還力（図 4）・編集力
を広報力と捉え、これらが暗黙知と形式知の
連鎖により、どのように実現できたかを確認
する。 
 

 
図 4 周縁中心往還力事例図 
 
(7) この多面的行政広報評価システムは過
去・現在・未来の時間軸、内部・外部の内外
軸、財務・非財務の財務軸の 3つの軸を持つ
ことで、行政広報を多面的に評価できる（図
5）。さらに、これらを簡便に利用できるよう
にするため、新たに「行政広報棚卸表」（図 6）
及び「行政広報メディア活用戦略フォーマッ
ト」（図 7）を考案し、より利便性の高い評価
を可能とした。 
  

図 5 行政広報多面的評価システム全体図 
 

図 6 行政広報棚卸表 

図 7 行政広報メディア活用戦略フォーマッ
ト 
 
(8) この多面的行政広報評価システムのフ
ィージビリティを確認するため、静岡県島田
市及び神奈川県藤沢市において、本システム
に基づく評価を試行的に実施し、一定の成果
を得た。 
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